予算要求資料
平成27年度当初予算 支出科目　款：教育費　項：大学費　目：情報科学芸術大学院大学費
	事業名　新　校内新ネットワーク構築保守運用業務委託費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　商工労働部　情報科学芸術大学院大学　総務課　電話番号：0584-75-6600(内8220)
　　　　　　                      　E-mail： c21905@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　27,075千円（前年度予算額：       -千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	27,075
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	27,075

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
・現行の校内ネットワークシステム及びセキュリティ機器リース（不正ＰＣ遮断システム、不正侵入検知システム等）は、平成27年12月末で契約満了となる。

・ネットワークシステム関係機器等は、最初の契約から6年目を迎えることから、今後５年間の継続契約をしても機器（44）の約半数（21）が保守契約が切れるか販売終了となること、既に一部の機器では部品交換ができないこと、機器全体も老朽化していることなどから、契約を延長することは適切ではない。
・そこで、本学の教育・研究・制作活動を支える情報インフラとして、安定かつ効率的なネットワーク環境の維持及び充実したネットワークサービスの提供はもとより、必要な機能を見直した上で、平成28年1月からネットワークシステムとセキュリティ機器を統合した新ネットワークシステムを導入する。
（2） 事業内容　　※ゴシックが新たに追加した機能
○ネットワークサービス

　　　・障害発生時の機器修理、交換作業　・ソフトウェアのアップグレード

・機器監視、セキュリティ診断 　   ・テクニカルサポート
・セキュリティ対策（標的型攻撃・ゼロディ攻撃対策機能等）　等
○サーバサービス

　　　・Webサービス(Databaseサービス)　・監視サービス

・認証サービス　　 　　　　　　 　・グループウェアサービス

・インターネット接続サービス　 　 ・e-Learningサービス
・シンクライアント導入　　　　　　・学術認証フェデレーション参加等
○メールサービス  

   ・セキュリティサービス
［契約内容］

＜ネットワークサービス・サーバサービス＞　

　 　・契約期間：平成28年1月1日～平成32年12月31日（60ヶ月）

　　 ・総事業費： 162,013,095円［H27：27,009,507、H28～H32：135,003,588］

（H27:2,368,484円×3ヶ月+端数処理、機器等調達19,904,000円、H28～:2,368,484円×57ヶ月）

  　 ・27年度要求額：　27,010千円
＜メールサービス＞

　　 ・契約期間：平成28年1月1日～平成32年12月31日（60ヶ月）

　　 ・総事業費： 1,296,000円［H27：64,800、H28～H32：1,231,200］
（H27：21,600円×3ヶ月、H28～：21,600円×57ヶ月）

  　 ・27年度要求額：　　  65千円 

（３）県負担・補助率の考え方
　　　岐阜県情報セキュリティ基本方針では、コンピュータの管理、アクセス制御、不正プログラム対策、不正アクセス対策等の技術的な対策を講じることとされている。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	27,075
	ネットワークの構築・運営・保守に要する経費

	合計
	27,075
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県情報セキュリティ基本方針
（２）国・他県の状況
（３）後年度の財政負担
　　　平成28年度以降は、年28,682千円、H32年度は21,512千円必要
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	本学の教育・研究・製作活動を支える情報インフラとして、安定かつ効率的なネットワーク環境の維持及び安全面に充実したネットワークサービスの提供を行う。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	学内システムの維持運営にかかる経費であり、指標を設定することがなじまないため。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　・ネットワーク機器提供サービス

　・サーバサービス提供

　・メールサービス


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　本学の教育研究ネットワークとして機能しており、安定した各種サービスを提供できた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　本学においては、学校運営のみならず授業や研究において、情報ネットワークは不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　各種連絡、授業予定、行事予定、施設予約、スケジュール管理等を行うことができ、学校運営の効率化に寄与する。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　新ネットワークシステムは、現行ネットワークシステムを基本に、新たにＶＤＩやゼロデイ攻撃対策機等を導入するため、初期導入コストが大きくなる。そこで、総合的長期的な視点で費用対効果を検証する必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　平成２８年１月から平成３２年１２月までの長期契約である。



